
10  |  アド・スタディーズ    |  Vol.76  2021

イノベーションがイノベーションを呼ぶ 

　新しいモノゴトが次々と生み出されている。最近、大きな注
目を集める自動運転もその一つだ。2004年にアメリカの国防
高等研究計画局（Defense Advanced Research Projects 
Agency、DARPA）が実施した完全自動運転による長距離レ
ースでは、エントリーしたチームで満足いく結果を残したもの
は皆無だった。しかし、2012年にGoogleは、自動運転で累計
およそ20万km走破を達成。現在では、多くの企業が参入し、
もはや大きな制約は技術面ではなく、制度面になりつつある。
完全な自動運転の技術を搭載した車や、ロボットによるタクシ
ーなどが、近い将来、市場に投入されることが想定されている。
　また人工知能（Artificial Intelligence。以下、AI）への注目
も増している。これまで大勢の弁護士やスタッフが数週間かけ
て行っていた、公判前の証拠の開示とそのレビューを、あっと
いう間に行えるようになった。店舗の案内係だけでなく、金融
サービス、会計、あるいは病院での診察なども、AIによって大
きく変わることが期待されており、ブロックチェーンも仮想通
貨だけでなく、さまざまな取引の管理など多様な領域への応用
が見込まれている。これら以外にも仮想現実や、拡張現実、ゲ
ノムの編集など、今後多くのイノベーションが起こりそうな領
域がある。
　イノベーションのスピードが本当に速くなっているかどうか

は、実証的に検証することが必要である。しかし、実際に加速し
ていることを裏付ける論理が存在する。重要なポイントは“知
識の波及効果”だ。少し見てみよう。
　知識は、次の知識の重要なインプットになる。新たな知識が
得られると、それを基礎にして、さらに新しい知識が生み出さ
れる。もちろん、知識はアップデートされるため、陳腐化するも
のもあるが、それでも知識が社会に蓄積される（これを知識ス
トックと呼ぶ）ほど、新しい知識も生み出されやすい。
　スタンフォード大学のポール・ローマーらは、この知識に注
目し、内生的にイノベーションが生み出されるメカニズムを提
唱した（1） 。知識は、非競合的な性質を持っていて、知識を多く
の人が同時に使ったとしても目減りしない。そして社会に一度
知識が広まると、知識ストックとなり、学習が進むのだ。それを
止めることはできない。特許や論文などは知識ストックのわか
りやすい具体例である。特許や論文は新しい技術や知見とし
て、それ自体重要なのだが、それと同時に、次の新しい知識を
生み出す重要なインプットにもなる。知識ストックは特許や論
文だけではない。企業はライバル企業が生み出した新しい製
品やサービスを分解（リバースエンジニアリング）し、学習をす
る。
　イノベーションは次のイノベーションを創出し、知識への投
資（例えば、研究開発への投資）の収穫は逓増していく。知識へ
投資を進めていくと、次々と新しい機会が見出され、新しく生
み出された知識が、後続の研究開発や新しいビジネス・チャン
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は、前者のほうが経済的なリターンが高いことが観察されてい
る（4） 。このことから、ひらめきによるビジネスよりも、研究開発
のほうが重要なビジネス機会の源泉となっていることがわか
る。

研究開発型のスタートアップ

　研究開発型のスタートアップは、1980年以降、アメリカで増
えてきたが、日本ではまだまだである。「それがアメリカン・ドリ
ーム。チャンスを求めてやってきた人の国だからでしょう」と思
う人もいるかもしれない。アメリカはそもそも個人主義的でア
ントレプレナーシップの程度が高く、日本は集団的かつ保守的
で「出る杭は打たれる」ような文化があるというわけである。よ
く耳にする一般的なイメージだ。
　しかし、これには注意が必要だ（5） 。日本は文化的にイノベー
ションに適していないとか、アメリカの文化のほうが個人主義
的であるということを示す実証的な証拠は、ほとんどない。そ
れに、もしも、アメリカの文化的な要因が強く作用しているとす
れば、1980年代以前からずっとスタートアップが多くなってい
てもおかしくなさそうだ。
　それではなぜ、1980年代からアメリカで研究開発型のスタ
ートアップが増えたのだろうか。これには、公的年金基金のベ
ンチャー・キャピタル・ファンドへの投資規制の緩和や、連邦政
府によるスタートアップに対する研究開発助成（SBIR）などが、
重要な役割を果たしている。スタートアップの設立を促進する
ような制度や、スタートアップの研究開発を支える制度が整備
されたのだ。
　これまで見てきたように、研究開発は新しいビジネス機会を
生み出す上で重要である。それでは、なぜ、スタートアップがそ
れを担う必要があるのだろう。イノベーションの分類を考えて
みると、その重要性がわかる。イノベーションはさまざまな種
類に分類することができるが、能力破壊型（Competence 
Destroying）と能力増強型（Competence Enhancing）に分
けてみよう。能力破壊型とは既存企業が構築してきた能力を破
壊するようなイノベーションであり、能力増強型とは既存企業
の能力をさらに強めるようなイノベーションである。これまで
の研究では、能力破壊型のイノベーションは新規参入企業か
ら、そして能力増強型のイノベーションは既存企業から生み出
される傾向があることが明らかにされている（6） 。新規参入企
業は、既存企業の能力を破壊するようなイノベーションを持っ
て参入しなければ、なかなか既存企業に対して競争力を構築
することが難しいというわけである。
　既存企業による既存領域での研究開発が支配的であると、

スの創出にとっての重要なインプットになるからである。ロー
マーらはこれを「内生的成長理論」と呼んだ。
　また、イノベーションを新しい組み合わせ（新結合）として捉
えるという観点からも、イノベーションが加速度的に生み出さ
れていることが理解できる（2） 。組み合わせの数は、その要素の
数に依存している。要素の数が大きくなれば、組み合わせの数
は一挙に大きくなる。いわゆる「組み合わせ爆発」が起こるから
だ。この点からしても、イノベーションが加速度的に生み出さ
れていくのがよくわかる。イノベーションが、次のイノベーショ
ンを呼ぶのである。

新しいビジネス機会と研究開発

　イノベーションとは、簡単にいえば「経済的な価値をもたら
す新しいモノゴト」。これを実際に生み出すのは、主に企業で働
くビジネスパーソンだ。またビジネスパーソンがイノベーショ
ンを生み出すプロセスにおいて、新しいビジネス機会は不可欠。
新しいビジネス機会があると期待するからこそ、チャレンジし
ようと思うわけである。
　そして新しいビジネス機会を生み出す上で、研究開発は極め
て大切だ。ビジネス機会の源泉は、情報の非対称性（3） 。もしも

「明日、雨が降る」ことを自分だけが知っていて、他の誰も知ら
なかったとすれば、傘を用意し、雨が降り出したところで売れ
ば儲かる。自分だけが知っている情報があれば、それがビジネ
ス機会の源泉になるのだ。だからこそ、ビジネスパーソンは、新
しい情報をいち早く取り入れようとするわけである。しかし、そ
のような非対称的な情報は、よほど私的なものでない限りそう
多くはない。
　新しいビジネス機会をひらめく人はいるだろう。このひらめ
きもまた、非対称な情報だといえる。ひらめいた人とひらめか
なかった人の間には、情報の非対称性がある。ビジネスにとっ
て個人のひらめきは大切だが、ただし、それだけに頼っていて
は社会的には脆弱である。イノベーションが個人のひらめき頼
みだとすれば、それはもうほとんど運頼みともいえるだろう。さ
らに「ひらめいた！」と思っても、多くの場合は勘違いだったり、
大したアイデアではなかったり、誰かが既に試していたりする
ものだ。
　だからこそ、研究開発が大切になる。研究開発は、新しい知
見や技術を生み出す活動であり、体系的に新規性を生み出す
営みといえる。そのため、そこで生み出される新しさは、確実に
情報の非対称性の源泉になるのだ。実際に、大学での研究成
果と近い領域でスタートアップを起業した場合と、大学での研
究成果とは関係ない領域でスタートアップを起業した場合で



12  |  アド・スタディーズ    |  Vol.76  2021

どうしても能力増強型のイノベーションが多くなってきて、能
力破壊型のイノベーションが生み出されにくい。能力破壊型の
イノベーションを社会的に促進しようと思うのであれば、新規
参入企業が必要だ。スタートアップは、新しく設立された企業
なので、新規参入企業である。既存企業では狙えないような小
さな市場や、既存企業の能力を陳腐化してしまうようなビジネ
ス機会でも、スタートアップであれば開拓していけるのだ。
　ただし、スタートアップを単純に増やせば良いというわけで
もない。スタートアップは放っておくと、研究開発型ではなくな
ってしまう。なぜならスタートアップは内部留保がほとんどな
く、外部からの資金調達が重要である。しかし、研究開発のた
めの資金調達は資本コストが高くなってしまうため、研究開発
は避けられがちなのだ。もう少し詳しく見ていこう。
　新しいビジネス機会を追求するためには、研究開発投資や
生産設備への投資、マーケティングのための投資などが必要
だ。ほかのプロセスと比べると、研究開発には不確実性が特に
高いという特徴がある。研究開発の新規性が高いほど暗黙的
であり、それを言語化して伝えることが難しかったりもする。さ
らに、そもそも研究開発はビジネスの競争戦略と密接に結びつ
いているので、特別な戦略的な理由がない限りは、できるだけ
社外にその情報が漏洩しないように気をつけるものだ。
　そのため、どの領域への投資が良いのか、どの程度の期間の
投資が必要なのかなどについて、株主など企業の外側にいる
投資家と企業の内部にいる経営者の間では、情報は非対称的
に存在することになる。経営者は、社内にどのような経営資源
があるのかを知っているし、どのようなビジネス機会を開拓で
きそうかについての情報も持っているだろう。一方、外部の投
資家は、研究開発については限られた情報しかなく、不確実性
も高いため、成功した場合に期待できる収益や成功する確率
を考えることが難しい。エクイティ・ファイナンスを行うエンジ

果、内部留保から研究開発投資を行う余裕のある、いわゆる大
規模な企業のほうが有利になる。外部の投資家から資金調達
をして、スタートアップが研究開発を行うのはなかなかハード
ルが高いのだ。
　それでは、銀行から融資をしてもらえばよいだろうと考える
人もいるかもしれない。しかし、そう簡単にはいかない。研究開
発はやってみないと成果がわからないという性質がある。また、
その成果は無形資産。そのため、スタートアップが研究開発の
ために資金の借り入れを行うことも難しいのである。
　研究開発が進み、おおよそビジネスの見込みが立ってくると、
エンジェルやベンチャー・キャピタルから資金を調達できるよ
うになるが、それまでが課題。ここを埋めているのがSBIRなど
による研究開発助成なのだ。SBIRとはスタートアップの研究
開発に対して連邦政府が助成をする仕組みである［図表］。
　このような政府によるスタートアップの研究開発の助成制
度が1980年代から整備されたため、アメリカにおいて研究開
発型のスタートアップが増えてきたのだ。「SBIRなら、日本で
もやっている。それなのにあまり上手くいってないのではない
か」と思う人もいるだろう。確かに、日本でも日本版SBIRと呼
ばれるもの（中小企業技術革新制度）を導入している。しかし、
なかなか思うような成果を上げられていない。
　実はアメリカのSBIRは、それ単体の制度で機能しているわ
けではない。補完的な制度が存在しており、その重要な制度の
一つが国防だ。日本円で年間70兆円にも及ぶ国防予算により、
基礎研究は支えられているのである。アメリカの国防予算から
研究助成を受けているイノベーションは枚挙に暇がない。イン
ターネットやGPSなどは代表的な例だが、AIやロボティック
スなど、その後多くのビジネスにつながった基盤的な技術が生
み出されている（7） 。情報通信、エレクトロニクス、航空宇宙など
では、イノベーションのほとんど全てが、国防予算からの基礎

ェルやベンチャー・キャピタルにとっても、
研究開発型のスタートアップに投資をす
ることは、その研究開発の新規性が高け
れば高いほど、その研究開発が萌芽的で
あればあるほど、リスクが高くて難しくな
る。だからこそ、そのような研究開発への
投資を回避する傾向にあり、もし投資を
する場合にも、投資家たちは高いリター
ンを要求するのだ。
　そのため、不確実性の高い領域へ投資
する場合、市場から資金調達するよりも、
企業の内部留保から投資するほうが、企
業にとっては資金コストが小さくなる。結

［図表］ 知識集約的なビジネスと資金調達
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ても、そのままでは特許化することはできない。特許は、自然法
則を利用した発明でなければならない。自然法則についての
新しい理解ができたとしても、それだけでは特許にできないの
である。また論文は一般に公開されるので、基礎的な研究の成
果を独り占めすることができない。
　そのため、企業にとって基礎的な研究開発を行うインセンテ
ィブは小さいのだ（8） 。専有可能性が低い基礎的な研究開発に
は、ベンチャー・キャピタルも投資をするインセンティブを持っ
ていない。企業だけに研究開発を任せていると、社会的には研
究開発投資が過少投資になってしまうのである。
　これまで見てきたように、スタートアップは、外部からの資金
調達に頼らざるを得ないため、特に基礎的な研究開発に投資
することは難しい。スタートアップの研究開発は、新しい成果
をどのようにビジネスとして展開していくのかに主眼を置いた、
応用・開発研究が中心だ。換言すれば、スタートアップの研究
開発は“手近な果実もぎ”になりやすいのだ。手近な果実もぎ
が悪いというわけではない。大学や公的な研究機関で生み出
された（あるいは生み出されつつある）新規性の高い研究成果
をビジネスとして社会に提供していくことが、スタートアップの
重要な社会的機能なので、むしろどんどんやってもらいたい。
スタートアップの促進とセットでやらなければいけないのは、
そのための果実づくりなのである。
　このポイントは、基礎的な研究が下支えされているアメリカ
ですら指摘されている。例えば、ノースウエスタン大学のロバ
ート・ゴードンは、これまでの歴史を振り返ると、電気、内燃機
関そして、屋内配管の3つが、極めて重要な役割を担っていた
と議論している（9） 。これらはどれも「ジェネラル・パーパス・テ
クノロジー」と呼ばれる、あらゆる産業で使われる汎用性の極
めて高い技術。さまざまな産業で生産性の向上に寄与し得る
ため、経済全体に与えるインパクトは極めて大きい（10）。現代で
はレーザーやAI、ブロックチェーンなどがその代表例であり、
今後、さらに重要性が増してくるだろう。社会がそのような技
術を継続的に生み出していけるかが、長期的な経済成長には
鍵になる。ゴードンは、1970年以降、このような汎用性の高い
技術はアメリカでは生み出されていないとして、今後の経済成
長についてやや懐疑的な見方を示している。このような指摘は
ゴードンだけではない。ジョージ・メイソン大学のタイラー・コ
ーエンも2011年に、アメリカは「過去300年以上にわたり、手
近な果実をもいで暮らしてきたということだ」と指摘した（11）。
だからこそ、基礎的な研究を下支えする制度は、アメリカから
生み出されるイノベーションの生命線といえる。
　これがなければ、スタートアップを促進して短期的にはイノ
ベーションが生まれてくるかもしれないが、それは中長期的な

研究を基盤にしているといえるほどだ。
　日本の国防予算は年間およそ5兆円であり、国際的に見ても
それほど少ないわけではないが、アメリカとは桁が違う。さら
に、歴史的な経緯もあり、自国で研究開発を行って生産してい
るというよりも、ほとんどがアメリカからの調達である。もちろ
ん、日本の国防費を上げろというわけではない。しかし、この重
要な制度上の違いを無視していては、SBIRなどの制度を表面
的に模倣したとしても、期待するような成果が生まれないのは
当たり前なのだ。

アントレプレナーシップを高めるときに 
必要な2つのセット
　研究開発型のスタートアップはアメリカから増えてきた。こ
れらは、新規性の高いイノベーションや能力破壊型のイノベー
ションを生み出す重要なプレーヤーとなっている。日本でもス
タートアップは徐々に増えており、スタートアップに就職する
学部生や大学院生も珍しくなくなってきた。ただし、研究開発
型のスタートアップはまだ多くはない。だからこそ、研究開発
型のスタートアップを増やす取り組みは、社会的にも極めて重
要性が高い課題である。これは早急に進めるべきだが、その上
で、長期的に我々が考えなければいけないポイントが2つある。
それは“手近な果実もぎ”と格差についての問題だ。

■手近な果実もぎ
　第1点は、手近な果実もぎといわれるものだ。いくら研究開
発型のスタートアップだとしても、その研究開発が基礎的なも
のであればあるほど、そこに投資をすることは難しい。研究開
発の投資は、専有可能性が小さいという特徴がある。特に、研
究開発が基礎的なものになればなるほど小さくなっていく。
　専有可能性とは、イノベーションを生み出した企業（あるい
は個人）が、そのリターンを専有できる程度のこと。ここでは、
研究開発を行った企業が、そこから得られるリターンをどの程
度獲得できるのかである。これまで見てきたように、研究開発
投資には、知識の波及効果がある。ほかの組織が行った研究
開発投資の成果から学習でき、知識は組織を超えて波及して
いくため、研究開発の成果の全てを自社で専有しようとするの
はなかなか難しい。
　基礎的な研究になればなるほど、専有可能性は低下する。基
礎的な研究の目的の多くは、「モノゴトの理解」にある。したが
って、その成果は、ある現象がなぜ起きるのか（あるいは起こら
ないのか）についての理解である。基礎的な科学の成果は、多
くの場合、論文として公開される。モノゴトの理解ができたとし
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成長を犠牲にした、短期的な成長でしかない。歴史的な経緯も
あるため、日本では国防が重要な役割を担うアメリカとは異な
る仕組みが必要なのだ。

■格差問題
　もう一つは格差の問題である。格差について、世界的に大き
な関心を集めたのはパリ・スクール・オブ・エコノミックスのト
ーマス・ピケティだ（12）。ピケティは高額所得者の所得の分布の
推移を分析し、1980年代以降、アメリカやイギリス、カナダ、オ
ーストラリアなどで高所得者へ所得が集中する割合が高まっ
ていることを示した。この傾向は国ごとに若干の違いはあるも
のの、ヨーロッパやアジアでも見られている。ピケティは、これ
らの格差の原因を「資本収益率＞経済成長率」という、とてもわ
かりやすい1つの式で説明した。
　これに対して、格差の原因はイノベーションにあるのではな
いかという指摘がなされている（13）。イノベーションによって、
スキルの二極化が起こっているというのだ。仕事にはそれぞれ
必要なスキル（能力）がある。それぞれのスキルを必要とする職
業に就く人の数の変化を見てみると、スキルがそれほど必要で
ない職に就く人と、高スキルが必要な仕事に就く人が増えてい
る一方で、中程度のスキルの職業に就く人は減少している。つ
まり、働いている人をスキルで分けると二極化しているのだ。
　低スキルの職業とは、介護などのパーソナルケア、清掃、警
備員、肉体労働などであり、中程度のスキルとは生産、事務職
員、営業などの職業。これらの職がアメリカで少なくなってき
たのは、これらの職務がオフショアリングにより海外に移転さ
れたり、イノベーションによって代替されたことが原因である。
一方、高スキルとは専門職や技術者、あるいは経営者などだ。
　中スキルの人は賃金が高いため、イノベーションによって代
替することができれば企業の収益性は高まる。典型的な例が、
工場での溶接作業だ。溶接は構造物の品質を左右する重要な
プロセス。そのため、溶接作業には資格が必要だし、資格だけ
でなく熟練も求められるタスクだ。しかし、工業用ロボットが浸
透すると、多くの溶接工の労働者が職を失った。その点、人件
費が安ければ、イノベーションで代替するインセンティブは高
くないのだ。
　低スキルの職業に就く人々の賃金は、それほど高くなってい
ないのに、低賃金で働く人たちが増えている。イノベーション
によって代替されたタスクに就いていた中スキルの労働者が、
どんどん低スキルのタスクに移っていく。低スキルの人の割合
が増えており、その賃金がそれほど上昇していないことは、イノ
ベーションの導入のコストと彼らの賃金が天秤にかけられて
いるということだ。これは、機械との競争（Race Against 

Machines）とも呼ばれている。「もしも、賃金が下がらないの
であれば機械を導入するけれど、機械を導入するよりも安い賃
金で働いてくれるのならば多くを雇用する」という意思決定を
企業は行う。例えば、大手小売スーパーの経営者であれば、セ
ルフサービスの自動精算機を導入するか、安い賃金でレジ打
ちをする人員を雇用するかという選択をしているのだ。機械と
競争させられているわけである。
　スキルの二極化はアメリカで最初に確認されたが、イギリス
でも起こっており、新しい技術に代替されるタスクに従事して
いる人々と、補完的なタスクに従事している人々との間に、経
済的な格差が広がってきていることを示している（14）。
　イノベーションが促進され、社会で多く生み出されてくると、
どうしてもこの格差の問題が大きくなる。イノベーションの恩
恵は、長期的には広く社会に浸透していくのだから問題ないの
ではと、考える人もいるかもしれない。しかし、それは、再分配
が適切になされるかどうかにかかっている。
　再分配は、政治の問題である。つまり、最終的には国民の投
票行動が決め手なのだ。イノベーションが進めば、それによっ
て陳腐化されてしまうタスクに就いていた人の所得が下がる。
イノベーションが社会的に促進されればされるほど、タスクが
陳腐化する人も増えてくるのだ。
　富裕層と貧困層を比べると、数は後者のほうが圧倒的に多
い。民主主義では、大票田である。すると、そこに訴求するよう
な政治家が現れる。そのような政治家は、当然、保護主義的な
政策を掲げる。保護主義的な政策を掲げる政治家が、その後
に全体主義へとつながり、戦争を経て、結果として格差が小さ
くなるということは歴史的に経験してきた（15）。しかし、これは
どうしても避けたいシナリオである。
　今後も格差拡大を抑制しながら、イノベーションを促進し、
持続的に経済を成長させていくためには、①いかにイノベーシ
ョンに代替されてしまったタスクに従事していた人々を他のタ
スクに移りやすくするか、そして②いかに技術との関係が補完
的なタスクに従事する人を増やしていくか、の２点がとても大
切なポイントである。さらにやっかいな問題もある。国際分業
が進展しているため、イノベーションにまつわる課題は、一国
経済の中だけで完結するものではなくなってきている。具体的
にどのような政策がこれらに有効なのかについては、実証的に
はまだよくわかっていない。これは、イノベーションとともにど
のように社会を構築していくかというチャレンジといえるだろ
う。

仕事と社会のトランスフォーメーション─変化する組織
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